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概要

地震，津波，噴火など，世界各地でさまざまな自然災害が発生している．特に，2011 年
の東日本大震災では大地震による津波は甚大な被害をもたらした．そのため，地震や津波
による被害を軽減するための対策が必要である．これらの災害に対する既存の対策として，
UAV（Unmanned Aerial Vehicle）を用いた災害支援が注目されている．UAVとスマート
フォンや IoTデバイスを連携させて避難者に被害状況や避難情報を伝える方法が提案され
ている．しかし，これらの方式の多くは地上に設置されたセンサーデバイスから周囲の災
害情報を収集している．災害時に携帯回線の基地局などの通信インフラや地上に設置され
たセンサーデバイスが損傷している場合，UAVを制御するための情報が不足し，適切な
災害支援を実施できない．また，用いられているUAVの多くは市販の小型UAVであり，
長時間かつ広範囲における連続した避難者探索には適さない．そこで本稿では大型 UAV

と小型 UAVの複数種の UAVとスマートフォンなどの携帯端末を組み合わせた新たな避
難誘導システムを提案する．大型 UAVが小型 UAVを運搬しながら避難者の探索を実施
し，避難者を発見すると撮影した空撮画像から道路が通行可能か判定し，通行可能な道路
のみから避難者と避難所を結ぶ最短経路を導出する．その後，避難者が持つ携帯端末と通
信可能であるならば大型UAVから避難経路を送信する，通信不可能であれば，小型UAV

を大型 UAVから分離し，小型 UAVは避難者を避難所へと誘導する．また，提案方式に
おけるUAVの動作をシミュレータ上で再現し，避難完了時間，避難完了人数を測定した．
提案方式と既存方式を数値評価により比較した．その結果，提案方式は地上のセンサーデ
バイスが機能しない場合においてもセンサーデバイスが機能する場合と同等の性能である
ことを確認した．また，避難者発見の度に避難誘導をよりもすべての避難者の避難完了時
間が短くなることを確認した．そのため提案方式では地上に設置されたセンサーデバイス
からの情報収集できない場合でも避難者の避難誘導が可能である．
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第1章 序論

1.1 研究の背景
世界各地で様々な自然災害が発生している．日本においては地形，地質，気象などの自

然的条件から，地震，津波の世界全体に占める災害発生割合が非常に高い [1]. 2011 年の
東日本大震災では ，大地震による津波は甚大な被害をもたらした．そのため，地震や津波
による被害を軽減するための対策が必要である．これらの災害に対する対策として，UAV

（Unmanned Aerial Vehicle）を用いた災害支援が注目されている [2].近年，UAVはその
性能が急速に進化し，価格も安く広く市販されるようになったため災害救助分野において
もその利用が注目されている．特に情報収集，偵察分野では，大規模災害時における広域
的な被害分布，被害状況の確認や，より詳細な観察などを目的に，人が簡単に立ち入るこ
とのできない場所や，危険な場所の情報を収集することがUAVを用いることで容易とな
る．大規模災害時の情報収集であれば，有人飛行機の方がはるかに飛行距離，飛行時間が
長いが，有人飛行機はその機体数，配備，離着陸場所などに制限がある．有人飛行機で探
索しきれない箇所にUAVによる情報収集を行うことで，より安全かつ効率的に災害救助
活動を行うことが期待できる．UAVを用いた災害支援に関する研究は数多く行われてい
る．[3]では，被災地域に設置された IoTデバイスから収集した災害情報をもとにUAVの
動作を制御することで災害状況に合わせた効率的な救助支援を行うことが可能である．し
かし，大規模災害時に基地局の損傷などにより通信インフラが遮断される場合や，火事や
建造物の倒壊によって IoTデバイスが損傷している場合は正確な災害情報を収集すること
が困難である．既存研究の多くが地上に設置された IoTデバイスから取得した情報をもと
にUAVの動作を制御することを前提としているため，大規模災害時には効率的な災害支
援の実施は困難である．また，市販されているバッテリー式UAVの飛行時可能間は 30分
程度であり長時間の運用に適さないことも問題である．UAVを用いた災害支援分野にお
いて，大規模災害時，地上に設置された IoTデバイスの損傷にも対応可能であり，UAV

のバッテリー容量による飛行時間の制約を抑えた避難誘導を長時間にわたり実施可能な避
難誘導システムが必要とされている．

1.2 研究の目的
UAVを用いた災害支援に関するさまざまな研究が行われている．しかし，既存研究の多

くは地上に設置された IoTデバイスから収集した災害情報に基づきUAVの動作を制御す
るものである．災害時に通信インフラや道路が損傷している場合，これらの方式では災害
情報の収集が困難になり，効果的な災害支援が実施できない恐れがある．また，使用され
ているUAVのバッテリー容量が小さいため，長時間における連続した災害支援には適さ
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第 1章 序論 4

ないことも問題である．そこで本稿ではガソリンエンジンを搭載した大型ＵＡＶが小型Ｕ
ＡＶを運搬しながら避難者の捜索し，避難者発見後に大型UAVから分離された小型UAV

が避難誘導を実施するか避難者の持つ携帯端末へ避難経路を送信することで，地上に設置
された IoTデバイスとの連携を必要とせず，長時間かつ広範囲に適用できる新たな避難誘
導システムを提案する．また既存方式と提案方式におけるUAVの動作をシミュレータ上
で再現し，避難完了時間，避難完了人数を測定し，比較する．そして提案方式の有効性を
確認する．

4 立命館大学情報理工学部



第2章 関連研究

2.1 UAVを用いた災害支援
近年，UAVを用いた災害支援に関する研究が多く行なわれている．これまでに災害時

に基地局が機能しなくなった場合のUAV を利用した緊急ネットワークの確立，建造物や
道路の損壊状況の調査，避難者の誘導など様々な用途でUAVが用いられている．

2.2 大型UAVの開発
一般的に物流や測量などで使用されるバッテリー式UAVの多くは，飛行時間が３ 0分

程度と短く運用時間が少ない他，現場で長時間使用する際には大量の交換用バッテリーを
必要とする．これらの課題を解決するためにエンジンジェネレーターとバッテリーを搭載
したハイブリッド型UAVの開発が行なわれている．[4][5]エンジンジェネレーターで発電
した電力によりモーターを稼働させるため，長時間の運用を可能としている．また，用途
に合わせてカメラやセンサーの搭載物を変更することも可能である．従来の小型UAVよ
りもペイロード重量が多いことも特徴である．

2.3 空撮画像から地上の人物の検出
[6]では，UAVによって撮影された画像や映像からリアルタイムに人間を検出するシス

テムを開発し，その結果をGISプラットフォーム上で可視化した．また，画像から算出さ
れる人物の位置推定の精度を評価し，様々な高度から撮影した画像に対する人物検出アル
ゴリズムの性能を評価している．収集した画像を用いて，Haar-like特徴に基づくカスタム
バイナリ分類器を訓練し，人間かそうでないかの分類を行うことで計算時間の短縮を実現
している．また，高度 40mで撮影された画像からは数秒以内に人物の検出が可能である．

2.4 UAVによる道路状況の判定と避難経路作成
[7]では，UAVのマルチスペクトルカメラでリアルタイムに撮影した映像，または衛星

から事前にダウンロードしたマルチスペクトル画像から道路抽出と道路状況の検出を行う
技術を提案している．画像から抽出した道路のを用いて避難経路を作成することが可能で
ある．また，歩行者の歩行速度を，路面の構成材料と気象情報を組み合わせて推定し，避
難経路の重み付けを行なうことで人間に最適な避難経路を作成している．
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第 2章 関連研究 6

2.5 大型UAVと小型UAVの活用
[8]では，効率的な捜索タスクを完了するために，大型固定翼UAVと小型回転翼UAVを

組み合わせた新しいタイプの捜索タスク指向型UAVシステムを提案している．小型UAV

を搭載した大型UAVは事前に計画した軌道に基づき，捜索領域をもれなく捜索し，捜索
対象発見後，大型UAVは小型UAVを放出する，放出された小型UAVが低高度で探索を
行うことで詳細な情報を得ることができる．シミュレーションの結果より，提案されたシ
ステムは，捜索ミッションにおいて大きな応用の可能性を持つことが示されている．
[9]では市販されている小型UAVを用いて連結された２機のUAVの空中分離を可能に

するシステムの開発が行なわれている．サーボモーターで構成されるウィンチシステムを
取り付けることで，母機 UAVは任意の放出高度まで子機 UAVを降下させることが可能
である．子機は母機の下に発生する乱気流の影響を受けない距離まで離れることで容易に
空中分離が可能であることが示されている．

2.6 小型UAVによる避難者の誘導
[3][10][11]ではUAV,センサ,携帯端末などの IoT機器が状況に応じて協調・連携し,迅

速な避難誘導を支援するエージェント型避難行動支援システムの開発を行っている. UAV

を含めたセンサーや携帯端末などの IoT機器とそれらを制御，管理するソフトウェアエー
ジェントによってUAVと IoT機器を自律的に連携させることで,災害状況に応じた避難誘
導を可能にしている．UAVエージェントが危険箇所や二次災害を回避する経路を探索し,

避難計画を作成する．避難所までの飛行経路に経由地を設定し,災害状況に基づいて避難
経路を決定する．火災などの二次災害までの距離,津波の高さ,時間などに応じて避難経路
を作成する．避難経路を決定すると,避難誘導標識を備えたUAVが自律飛行して避難誘導
を実行する．

2.7 携帯端末への災害情報提供
[12]では自然災害による移動体通信インフラの不測の障害時に機能する災害時避難誘導

について考察している．携帯電話間の日和見通信を利用し，疫病ルーティングにより災害
情報を共有することで，通行不能な道路のリアルタイム情報を基に迅速に避難経路を提
案できるという意味で，災害に強い誘導が可能となった．道路地図グラフを用いた数値シ
ミュレーションによる性能評価により，日和見通信を用いることで，平均避難時間が大幅
に短縮されることが示された．

2.8 UAVと地上の携帯端末間の通信
[13]ではリアルタイムの情報通信システムとして，災害情報を保持した UAVから被災

者に災害情報を一斉送信するメッセージフェリーを用いた災害情報通信システムを提案し
ている．このシステムでは，メッセージフェリーの高度が 20，30，40m，送信データサイ
ズが 0.5，1，3M バイトの場合の地上端末へのノード配信率をシミュレーションで評価し

6 立命館大学情報理工学部



第 2章 関連研究 7

た. その結果，すべての地上端末が静止している場合，どの飛行高度とデータサイズの組
み合わせでもデータ配信率は 100

7 立命館大学情報理工学部



第3章 提案方式

3.1 災害時のUAV利用に関する課題
災害時にUAVと携帯端末を利用した避難誘導支援システムについては様々な研究が行

われているがいくつかの課題が存在する．[14]では，UAVを利用した避難誘導を行ってい
る．ARマーカーを避難者に身につけさえることで避難者の位置情報を正確に？把握する
ことができる．しかし，避難誘導支援にARマーカーの利用を前提としているため，ＡＲ
マーカーを身に着けていない避難者を誘導することは不可能である．また，利用が想定さ
れている ARマーカーの普及率が低いことも問題されている．[3][10][11]では，街中に設
置された IoT機器から収集した災害情報をもとにＵＡＶと IoT機器が互いに自律的に連携
することで火災や家屋の倒壊による通行止めなどの二次災害を考慮した避難誘導を可能に
するシステムが開発されている．しかし，災害情報の収集を地上に設置された IoT機器に
依存しているため，災害時に機器の損傷が発生する場合はシステムの運用が困難になる．
また，両者において利用が想定されている市販のバッテリー式小型UAVのバッテリー容
量は小さいため，最大飛行可能時間は 30分程度である．避難者の捜索やUAV間での情報
共有のために電力を消費するため実際の飛行可能時間はさらに短くなる．小型UAVが避
難者の捜索や被災地域の情報収集など複数の役割を担う場合，長時間かつ広範囲における
連続的な運用は困難である．UAVを用いた災害支援分野では，大規模災害時に地上に設
置されたセンサー機器が損傷している場合でも運用可能であり，かつ，UAVのバッテリー
容量による飛行時間の制約の影響を抑えた避難誘導システムが必要とされている．

3.2 大型UAVと小型UAVと携帯端末を用いた避難誘導システム
上記の課題を解決するために大型回転翼UAVと小型回転翼UAVの２種類のUAVと避

難者の持つスマートフォンなどの携帯端末を組み合わせて被災地域内の避難者の捜索と避
難誘導を行うシステムを提案する．提案方式では大型 UAVが小型 UAVを搭載した状態
で被災地の上空をあらかじめ設定された探索飛行経路に沿って飛行し，避難者の捜索を行
う．飛行中に撮影した地表の画像をもとに地上の災害状況を把握することで火災や建造物
の倒壊などで通行できない箇所を考慮した安全な避難経路を作成する．避難者発見時に大
型UAVと避難者の持つスマートフォンなどの携帯端末と通信可能であればその端末に作
成した避難経路を送信する．端末と通信できない場合は大型 UAVから小型 UAVを放出
し，小型 UAVによる避難者の誘導を行う．ガソリンエンジンを搭載した大型 UAV[4][5]

を用いることで小型UAVよりも飛行時間の増大が見込まれるため，より広範囲における
連続した避難者の捜索が可能である．また，地表の情報の取得をUAVで撮影した画像か

8



第 3章 提案方式 9

ら行うため地上に設置されていたセンサー機器が損傷している場合においても適切な避難
誘導が可能である．

3.3 前提条件
提案方式を実現するうえで技術的課題がいくつか存在する

1. 大型UAVは小型UAVを搭載した状態で自律飛行

2. 大型UAVと小型UAVは空中で分離

3. 飛行中に撮影した画像から人物の検出

4. 飛行中に撮影した画像から路面の災害状況の取得

5. 取得した災害状況をもとに避難経路の導出

6. 小型UAVによる避難者の誘導

7. UAVと携帯端末間での通信

これらの技術的課題は既存研究で解決可能であることが示されている [6][7][8][9][3][10][11]

. 提案方式はこれらの技術的課題が解決可能であるという前提の下で動作するものとする．

3.4 提案方式の動作
以下に提案方式の各動作のステップを示す．

1. 被災地全域を漏れなく探索する大型UAVの探索飛行経路を作成．

2. 大型UAVは小型UAVを搭載し，ベースステーション（BS）から離陸．

3. 大型UAVは事前に作成した探索飛行経路に沿って被災地上空を飛行．

4. 飛行中に撮影した画像から道路の抽出を行い，火災や家屋の倒壊によって通行不可
能な場所を記録する．避難者発見時，通行可能な道路のみから避難者の位置と避難
所を結ぶ最短経路を導出する．避難所までの安全な避難経路が導出できない場合は
避難経路が導出できるまで探索飛行経路に沿って飛行を継続する．一定周期で避難
経路の導出を試み，避難経路の導出が可能であれば避難者上空へ移動する．

5. 避難者上空へ移動後，避難者の持つ携帯端末と通信可能であればその端末に避難経
路を送信し，避難者の持つ携帯端末と通信不可能であれば大型UAVから小型UAV

を分離する．

6. 　避難者自身による避難もしくは小型UAVによる避難誘導を開始する．

7. 大型UAVは探索再開地点を記録し BSへ一時帰還．小型UAVは避難者を避難所へ
誘導開始．

9 立命館大学情報理工学部



第 3章 提案方式 10

8. 大型UAVが小型UAVを搭載したままの場合は探索飛行経路に戻り，次の避難者の
捜索に向かう．小型UAVを分離した場合は BSへ帰還し，燃料補充と小型UAVの
再搭載を行う．その後，大型UAVは探索再開地点へ移動し避難者の捜索を再開する．

以上の動作をすべての避難者が避難所へ避難完了するまで繰り返す．なお，飛行途中で
大型 UAVの燃料が一定量を下回った場合は BSへ帰還し，燃料の補充を行い，避難者の
捜索を行う．

10 立命館大学情報理工学部



第4章 性能評価

4.1 評価条件
提案方式を計算機シミュレーションにより評価する．本研究では大型UAVと小型UAV

の動作を計算機シミュレーションで再現し，提案方式の有効性を確認する．現実的な避難
誘導を想定してOpenStreetMap(以下，OSM) が提供するオープン地図データを利用する．
OSM データの構造 XML フォーマットによって表現され，ノード，ウェイ，リレーショ
ンの３つの基本要素から構成される．ノードは緯度と経度により，地上にある特定の地点
を定義し，一部のノードは交差点を意味する．ウェイは，ノードの順序ある集合で，連続
した線分を定義する．一部のウェイは主要道路と細街路などを区別する道路種別のタグを
含む．ウェイの一部が単路として扱われ，ノードの一部が交差点として扱われる．リレー
ションは，進行方向制限などの要素間の論理的・地理的な関係を定義する．図 4.1（a）に
想定被災地域を示す． 避難所として野村公園 YMITアリーナ（所在地 〒 525-0027　滋
賀県草津市野村 3丁目 3番 27号）を想定し，北緯 35.023946度，東経 135.953515度を中
心とした 2km四方の正方領域を被災地域とする．上記の地域の地図データをOSMから取
得し，交差点を表すノード，道路を表すウェイから構成される道路ネットワークグラフG

を作成する．図 4.1（b）に道路ネットワークGを示す．このグラフGからランダムに複
数個のノードを削除し，被災後道路ネットワークG ’を作成する．

(a) 想定被災地域 (b) 道路ネットワークG

図 4.1: 想定被災地域と道路ネットワーク

11



第 4章 性能評価 12

図 4.2（a）に被災後道路ネットワークG’を示す．任意のノードとそれらに接続されて
いるウェイを削除することで火災や家屋の倒壊によって通行不可能な道路を設定する．

図 4.2: 想定被災地域と道路ネットワーク

避難所の周囲の赤色の 9個のノードを避難所ノードと定義する．避難者は任意のノード
から避難者ノードのいずれかに到達可能であるならば避難可能であるものとする．避難者
配置の例を図 4.2（b）に示す．図中の黄色のノードが避難者の初期位置である．避難者の
初期位置を被災後道路ネットワークG‘のノードから無作為に選択する．被災地域を北緯
35.023946度，東経 135.953515度を中心に 4つの領域に分割し，各領域内の避難者数が等
しくなるように選択する．ただし，本稿では提案方式の有効性を確認するため避難者が避
難所へ避難できない場合を排除する．ノードの削除によって孤立したノード群は避難者と
避難所を結ぶ避難経路が構築できないため，避難者の初期配置候補から除外する．
大型UAVは離陸後，あらかじめ設定された探索飛行経路に沿って飛行し，避難者の捜

索を行う．探索飛行経路は被災地域全域の地表を漏れなく撮影可能な飛行経路である．大
型UAVの光学カメラの視野角を 90度とすると，上空からの地表の撮影可能面積は高度の
2倍の横幅距離と縦幅距離の積となる．大型UAVの飛行高度が 50mの場合，横と縦の幅
距離は 100mとなる．図 4.3に大型 UAVの視野角と地表の認識有効範囲を示す．シミュ
レーションでは計算処理の簡略化のために大型UAVを中心とした半径 50mを撮影可能範
囲とし．半径 40mを地表のノード認識有効範囲とする．

12 立命館大学情報理工学部
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50m 50m
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0
m 40m
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図 4.3: 大型UAVの視野角と認識可能範囲

図 4.4に大型UAVの探索飛行経路を示す．BSを中心に探索範囲が外側へ拡大していく
探索飛行経路を設計する．被災地域を漏れなく探索するために探索飛行経路の間隔を 50

ｍに設定する．このとき，X軸方向とY軸方向の移動距離は 70.7106(m)となる．地表の
認識有効範囲はUAVを中心とした半径 40mであるから，漏れなく被災地域の探索を行う
ことが可能である．

50

50 100 150 200 250 (m)

100

150

50

50

0

(a) :全体図 (b) :拡大図

(m)

図 4.4: 大型UAVの探索飛行経路

飛行中に認識有効範囲内にノードを捉えた場合，そのノードを発見済みノードとする．
避難者が存在するノードを 3秒間連続で認識した場合，避難者を発見したと判定し，避難
者上空へ移動する．その後，避難者の携帯端末との通信可能状態に応じて避難経路の送信，
もしくは小型UAVによる避難誘導を行う．避難者は大型UAVに発見されるまで初期配置
されたノードから移動しないものとし，避難をする際は，道路ネットワークの各ノードを
結ぶウェイ上のみを移動する．大型 UAVの探索経路飛行時の飛行速度は時速 20km，小
型UAV再搭載のためにBSへ帰還する際の飛行速度は時速 60kmとする．小型UAVと避
難者の避難時の移動速度は時速 4kmとする．実際の避難では避難者が小型UAVを追いか
けるかたちで移動するが，シミュレーションでは処理の簡略化のため小型UAVと避難者

13 立命館大学情報理工学部



第 4章 性能評価 14

は位置情報を共有し同時に移動するものとする．
配置する避難者の数を E ，道路ネットワークから削除するノードの個数をD ，通信可

能な携帯端末を所持する避難者の割合をＰ で表す．避難者数 E = 32とし, ノード削除数
がD = 70, D = 100, D = 130それぞれの場合における削除パターンを 10通り，避難者の
配置パターンを 10通り作成し，それぞれのパターンの組み合わせ，計 100通りの配置パ
ターンにおいて避難者の避難完了時間を測定する．ただし，避難者の初期位置は 10通りの
ノード削除パターンにおいて各被災後道路ネットワークに共通するノードから選択する．
提案方式の性評価を行うためにUAVの動作方式を３つ定義する．災害時に地上のセン

サー機器が損傷している場合において避難者の捜索と並行して地上の道路の損傷状況を撮
影した画像から判断し，避避難者を発見するたびに避難者の誘導を実施するもの方式Xと
定義する．地上のセンサー機器の損傷が無く，地上の道路の損傷状況が避難者の捜索開始
前に把握可能であり，避避難者を発見するたびに避難者の誘導を実施するもの方式Yと定
義する．地上のセンサ機器が損傷している場合において，被災地域のすべての領域を漏れ
なく探索し，避難者の位置と通行不可箇所を特定した後，順に避難誘導を実施するものを
方式 Zと定義する．
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4.2 避難完了時間の累積分布
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(c) P = 100(%)
図 4.5: D= 70における避難完了時間の累積分布

図 4.5に，D= 70における (a) P= 0, (b) P= 50, (c) P= 100での避難完了時間の累
積分布を示す．いずれの場合も避難完了時間は，方式Ｙ，方式Ｘ，方式Ｚの順で短くなる．
方式Ｙでは避難者発見時にすべてのノードが発見済みであるため方式Ｘと比較して避難者
発見時に避難経路が導出できない場合が少ないため避難完了時間が短くなる．方式Ｚは被
災地域の全域の探索を完了した後，避難誘導を開始するため，避難完了時間が 5000秒以
降に分布する．Pが増加するとグラフは左側へずれ，避難完了時間が短くなる．これは，
避難者発見時に避難者の持つ携帯端末と通信する確率が増加し，分離した小型ＵＡＶの再
搭載のためにＢＳへ帰還する回数が減少したからである．
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(c) P = 100(%)
図 4.6: D= 100における避難完了時間の累積分布

図 4.6に，D= 100における (a) P= 0, (b) P= 50, (c) P= 100での避難完了時間の
累積分布を示す．D=70の場合と同様にいずれの場合も避難完了時間は，方式Ｙ，方式Ｘ，
方式Ｚの順で短くなる． Pが増加するとグラフは左側へずれ，避難完了時間が短くなる．
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(c) P = 100(%)
図 4.7: D = 130における避難完了時間の累積分布

図 4.7に，D= 130における (a) P= 0, (b) P= 50, (c) P= 100での避難完了時間の累
積分布を示す．こちらもD=70,D=100の場合と同様に，いずれの場合も避難完了時間は，
方式Ｙ，方式Ｘ，方式Ｚの順で短くなる． Pが増加するとグラフは左側へずれ，避難完了
時間が短くなる．
Dが増加するほど避難完了時間の分布範囲が小さくなっているが，これはDが増加する

につれ避難所から遠いノードに避難者が配置される確率が減少するためであり，Dの増加
は避難完了時間の短縮には影響しない．Ｄにおいても方式Ｙ，方式Ｘ，方式Ｚの順で避難
完了時間が短くなり，通信可能な携帯端末を持つ避難者の割合が増加すると全体の避難完
了時間は短くなることが確認できる．
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第5章 まとめ

大規模災害時における広域的な被害分布，被害状況の把握，臨時の移動無線基地局とし
てワイヤレスネットワークの構築，避難者の避難所への誘導などを目的にUAVの活用が
注目されている．しかし，市販されているバッテリー式UAVの多くはバッテリー容量が
小さいため長時間の運用は困難である．また災害時の情報収集を地上にあらかじめ設置し
たセンサー機器に依存している場合，センサー機器の損傷が発生すると適切な災害支援を
行うことが困難になる．そこで本稿では，大型UAVと小型UAVの複数種のUAVと避難
者の持つスマートフォンなどの携帯端末を組み合わせた避難誘導方式を提案した．そして
計算機シミュレーションにより以下のことを確認した．

• 提案方式のメリットとして，ガソリンエンジンを搭載した大型UAVを用いることで
従来のUAVを用いた方式では不可能であった長時間かつ広範囲における避難誘導の
実施可能である．

• 多くの既存研究で提案されている方式では地上の災害情報をあらかじめ設置されて
いるセンサー機器から収集する場合が多く，一方，提案方式は地上の道路の損傷状
況を撮影した画像，映像から判断するため地上のセンサー機器が損傷している場合
でも運用可能である．方式Xと方式Yの比較から地上のセンサー機器から情報が得
られない場合でもセンサー機器が使用可能な場合と同等な時間ですべての避難者の
避難誘導を完了させることが可能である．

• 提案方式では，避難者を発見するたびに避難経路の送信もしくは小型 UAVによる
避難誘導を実施する．被災地域の探索を完了し，避難者の位置と通行不可箇所を把
握したうえで避難誘導を開始する場合と比較すると，避難者発見の度に避難誘導を
実施する方式の方がすべての避難者の避難完了時間は短くなる．

今後は BSと避難所の数，位置を変更した場合における提案方式の性能評価を行う予定
である．

18



謝辞

本研究を行うに当たり，ご指導を頂いた上山教授に感謝します．また日常，有益な議論
をして頂いた研究室の皆様に感謝します．

19



参考文献

[1] 内閣府　防災情報のページ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h18/bousai2006/html/
honmon/hm01010101.htm

[2] M. Erdelj and E. Natalizio,“UAV-assisted disaster management: Applications and open issues,”
in Proc. International Conference on Computing, Networking and Communications., 2016, pp. 1-5

[3] K. Katayama，H. Takahashi， N. Yokota， K. Sugiyasu, G. Kitagata and T. Kinoshita, “An
Effective Multi-UAVs-Based Evacuation Guidance Support for Disaster Risk Reduction,”in Proc.
IEEE International Conference on Big Data and Smart Computing., 2019, pp 1-6

[4] Aero Range Quad https://g-lab.com/products/aerorangequad/

[5] 曾澤高圧コンクリート AZ-1000 スペックカタログ https://www.aaa-llc.jp/az-1000-catalog

[6] N. Bhattarai, T. Nakamura and C. Mozumder,“ Real Time Human Detection and Localization
Using Consumer Grade Camera and Commercial UAV,”2018
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